
様式第６号（第５条関係）
（表）
年度事業ごみの減量に関する（変更）計画書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年ＸＸ月ＸＸ日

　　長野市長　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所　長野市大字鶴賀緑町１６１３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　環境商事㈱代表取締役長野太郎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　（電話）　ｘｘｘ－ｘｘｘｘ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人にあっては主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名


　　事業ごみの減量に関する計画を作成したので、長野市廃棄物の処理及び清掃に関

　　　　　　　　　　　　　　　　変更

する条例第11条第２項の規定により届け出ます。

　　１　建築物の名称及び主な用途

　　　　　　　環境商事ビルディング（貸店舗、事務所等）

　　２　事業所の名称及び所在地

　　　　　　　環境商事株式会社　長野市大字鶴賀緑町１６１３

　　３　事業の内容

　　　　　　　不動産管理業

　　４　廃棄物管理責任者の役職及び氏名

　　　　　　　総務部長　長野　清

　　５　前年度の事業ごみの減量及び再生利用の状況

　　　　（減量・再生利用の具体的方法）

　　　事業所から出る紙･缶･瓶類については、分別を徹底し、可能な限り資源物として業者に引き渡している。
　　６　今年度の事業ごみの減量及び再生利用の目標

　　　(1) 今年度の減量・再生利用の具体的方法

　　　全体のごみ量を抑制し可燃ごみとして出されたごみを分別し、積極的に資源化していく。廃棄物管理責任者を中心に、従業員や各テナント事業者への周知を徹底し、減量と資源化を促進する。

　　　(2) 前年度と比較して増減する理由

　　　　ア　総排出量

　　　　　増減無し

　　　　イ　ごみとして排出する量

　　　　　－１４．５ｔ（分別を徹底し、資源化可能なものは資源化する）

　　　　ウ　資源物として排出する量

　　　　　＋１４．５ｔ（可燃ごみから資源物（古紙）の分別を徹底し、資源化する）

　　　　工　資源化率

　　　　　＋２２．３１％

（裏）

	前　年　度　(　　　年　度)　の　実　績
	区分
	排出量(t/年)
	回収業者名

	
	ごみとして排出したもの
	可燃ごみ
	25.00
	清掃商会

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ごみとして排出した量の小計A
	25.00
	

	
	資源物として排出したもの
	紙(新聞・ちらし)
	10.00
	清掃商会

	
	
	紙(段ボール)
	25.00
	清掃商会

	
	
	紙(牛乳パック)
	
	

	
	
	紙(OA用紙)
	
	

	
	
	紙(その他)
	
	

	
	
	紙(機密書類)
	2.00
	清掃商会

	
	
	瓶類
	2.00
	清掃商会

	
	
	缶類
	1.00
	清掃商会

	
	
	ペットボトル
	
	

	
	
	食品廃棄物
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	資源物として排出した量の小計B
	40.00
	

	
	総排出量A+B＝C
	65.00
	

	
	資源化率B/C　(％)
	61.54
	

	今　年　度　(　　　年　度)　の　計　画
	区分
	
	排出量(t/年)
	回収業者名

	
	ごみとして排出したもの
	可燃ごみ
	10.50
	清掃商会

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ごみとして排出した量の小計A
	
	10.50
	

	
	資源物として排出したもの
	紙(新聞・ちらし)
	10.00
	清掃商会

	
	
	紙(段ボール)
	25.00
	清掃商会

	
	
	紙(牛乳パック)
	0.30
	清掃商会

	
	
	紙(OA用紙)
	4.00
	清掃商会

	
	
	紙(その他)
	5.00
	清掃商会

	
	
	紙(機密書類)
	2.00
	清掃商会

	
	
	瓶類
	2.50
	清掃商会

	
	
	缶類
	1.50
	清掃商会

	
	
	ペットボトル
	0.20
	清掃商会

	
	
	食品廃棄物
	4.00
	清掃商会、自家処理

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	資源物として排出した量の小計B
	54.50
	

	
	総排出量A+B＝C
	65.00
	

	
	資源化率B/C　(％)
	83.85
	


※食品廃棄物とは、食べ残しや食品の売れ残りや食品の製造、加工、調理の過程に生じたくずを指します。

事業ごみ（一般廃棄物）の減量に関する計画書の記載例





下記２の事業所と同じにしてください。





建築物の所有者等、建築物を管理している事業所








２の事業所とは必ずしも同じでなくてもかまいません。違う事業所の場合はその事業所名もご記入ください。
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